
（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 １　犯罪・事故のない地域の実現

施策の方向性 ①　防犯意識の向上と防犯活動の促進
Ｈ16 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 県民生活課

チーム名 安全安心まちづくり・交通安全チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 13,046 11,988 0

国 庫 補 助 金 性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金、人権啓発活動地方委託費 3,809 3,400
県 債
そ の 他 寄付金、諸収入 100 100
一 般 財 源 9,137 8,488 0

指標名 除排雪団体数（団体）【成果指標】
指標式 県事業による除排雪団体の立ち上げ数（累積）
出典 県民生活課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 28 36 44 50 55 60 65 70 75 80 
実績b 30 38 43 46 51 57 63 
ｂ／ａ 107.1% 105.6% 97.7% 92.0% 92.7% 95.0% 96.9% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 安全・安心なまちづくり事業 事業年度

　安全・安心な社会の実現は、県民共通の願いである。少子高齢化が急速に進行する本県において、社会全体で防犯・雪対
策を推進していくため、自主的な防犯活動や犯罪防止に配慮した環境を整備するとともに、犯罪被害にあった人々を地域で
支える社会の形成、除排雪の事故防止等を図り、「日本一安全で安心な秋田県」を実現する。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 防犯活動推進事業

　県民や地域の防犯意識を高め、自主的な防犯活動や子
どもの安全確保を推進する。 180 113

2 犯罪被害者等支援事業

　犯罪被害者等の平穏な生活の早期回復及び犯罪被害
者等を支援する社会の形成を図るため、普及啓発や性暴
力被害者サポートセンターの運営等を行う。

7,980 7,257

3 雪対策推進事業

　雪による人的被害を防止するため、安全な除排雪作業の
普及啓発や地域において除排雪に取り組む団体の立ち上
げ支援等を行う。

4,886 4,618

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　少子高齢化や人口減少の進行により、地域コミュニティ機能が減退し、自主防犯活動の規模縮小、除排雪の
担い手不足のほか、高齢者の雪による事故が多発していることから、 高齢者等の除排雪作業を地域の支え合い
により支援する体制の整備が急務である。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　除排雪作業中の啓発事業において、ショッピングセンターやホームセンターなど多くの県民が訪れる商業施設
等でチラシ配布を行ったほか、テレビやラジオ放送に加えて、秋田県公式ツイッターやフェイスブックなどのＳＮＳ
を活用するなど、限られた予算の中で、事故防止に向け、効果的な注意喚起を行った。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　指標Ⅰとして設定している「除排雪団体数」については、ここ数年達成率は９割を超えており、おおむね目標どおりであるが、
団体の活動を活性化するため、市町村等と連携した取組が必要である。また、除排雪作業中の死傷者数が前年より減少した
ものの３名の方が亡くなっていること及び人口減少と高齢化による除排雪活動の担い手不足が懸念される。さらに、防犯活動
や犯罪被害者等支援については、更なる理解促進と普及啓発が必要である。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　「日本一安全で安心な秋田県」の実現に向けて、防犯意識や犯罪被害者等への県民の理解を深めるための効果的な普及
啓発のほか、「第４次秋田県豪雪地帯対策基本計画」に基づく安全な除排雪作業の普及啓発、除排雪支援を行う団体の立ち
上げ支援と団体の周知による活動の活性化等により、関連施策を着実に実施していく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 １　犯罪・事故のない地域の実現

施策の方向性 ⑤　自立した消費者の育成と消費者被害の防止
Ｈ30 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 県民生活課

チーム名 消費生活チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 11,486 11,790 0

国 庫 補 助 金 地方消費者行政強化交付金 7,757 9,710
県 債
そ の 他 産業廃棄物対策基金繰入金 1,550 1,109
一 般 財 源 2,179 971 0

指標名 生活センターにおける年間の出前講座への参加者数（人）【成果指標】
指標式 生活センターにおける年間の出前講座への参加者数
出典 生活センター調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 4,000 4,000 4,000 4,000
実績b 3,373
ｂ／ａ 84.3% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 消費者行政強化事業 事業年度

　国として取り組むべき重要な消費者政策を推進するために創設された「地方消費者行政強化交付金」を活用し、社会経済情
勢の変化等によって生じる新たな消費者問題に対応するための体制の強化を図るとともに、自立した消費者の育成を推進す
ることなどにより、消費者被害の防止を目指す。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 消費者行政強化事業

　新たな消費者問題に対応した体制の整備、エシカル消
費普及啓発の推進、消費者教育の推進 7,458 8,222

2 消費者行政強化支援事業

　市町村が行う新たな消費者問題に対応した取組への支
援 4,028 3,568

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　デジタル化の進展や社会経済情勢の変化によって生じる新たな消費者問題に的確に対応していくため、相談
体制の強化を図るとともに、エシカル消費を含む消費者教育を推進し、自立した消費者を育成する必要がある。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　オンラインによる研修参加等により、コスト縮減を図っている。また、デジタル化の進展に伴う消費者問題が増
加傾向にあることから、ＳＮＳ等のネット広告を活用し、コスト縮減を図りつつより効果的な啓発活動を行ってい
る。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　デジタル化の進展や社会経済情勢の変化に伴い、消費者問題の内容も日々複雑化・多様化していることから、個々の相談
に的確に対応していくため、継続的に消費生活相談員のスキルアップを図っていく必要がある。また、被害の未然防止のた
め、各世代に対して様々な機会をとらえて消費者教育を推進する必要がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　消費生活相談員の研修参加などにより新たな消費者問題に対応するための体制強化を図るとともに、教育委員会や社会福
祉協議会等の関係機関と連携しながら、若年者や高齢者に対する啓発活動を実施し、消費者教育の推進に努める。また、そ
の他の世代に向けても、オンライン広告を活用した啓発活動等を行い、より効果的な消費者教育の推進を図る。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 １　犯罪・事故のない地域の実現

施策の方向性 ⑤　自立した消費者の育成と消費者被害の防止
Ｈ25 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 県民生活課

チーム名 消費生活チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 20,055 20,158 0

国 庫 補 助 金 地方消費者行政強化交付金 20,045 18,729
県 債
そ の 他 諸収入（金融広報委員会事業費、労働保険料納付金） 10 1,429
一 般 財 源 0 0 0

指標名 年間の生活センター啓発事業等への参加者数（人）【成果指標】
指標式 年間の生活センター啓発事業等への参加者数
出典 生活センター調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 1,000 1,000 1,000 1,000
実績b 945
ｂ／ａ 94.5% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 消費生活安全・安心事業 事業年度

　平成21年度以降、国の基金や交付金を活用し、消費生活相談等の体制を整備してきたが、特殊詐欺や消費者問題の被害
が依然として深刻であることから、引き続き「地方消費者行政推進交付金」を活用し、県及び市町村の消費生活相談体制の維
持・充実を図るとともに、被害の未然防止に向けた消費者教育の一層の推進を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 消費生活安全・安心事業

　高齢者の特殊詐欺被害の防止、地域の消費者問題解決
力の強化、消費生活相談体制の強化 12,152 10,733

2
消費生活安全・安心支援
事業

　市町村が行う消費生活相談体制の維持・充実のための
取組に対する助成 7,903 9,425

3

4

5
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４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　高齢者の特殊詐欺被害は依然として深刻な状況であり、消費者問題の内容も複雑化・多様化している。消費
者被害の未然防止のための啓発活動や、相談体制の充実・強化により、消費生活の安全・安心を図る必要があ
る。また、食の安全・安心を推進するため、引き続き事業者及び消費者に対し食品表示制度の周知を行う必要
がある。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　交付金を活用し、高齢者が目にしやすいテレビＣＭを行うことで効果的な啓発活動を行うとともに、オンラインを
活用した研修の受講等により、経費を節減しながら消費生活相談員のスキルアップに努めた。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　消費者被害の未然防止のため、相談体制の充実や年代や場の特性に応じた消費者教育・啓発に継続的に取り組む必要が
あるが、国では地方公共団体に対して消費者行政予算の自主財源化を促しており、交付額が削減されている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　引き続き交付金を活用し事業を実施するとともに、警察、福祉関係機関、事業者等の各関係機関と連携し、高齢者に対する
見守り活動の中での啓発活動など、より効果的な消費者教育の推進に努める。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ①　食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援
Ｈ22 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 生活衛生課

チーム名 食品安全・動物愛護チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 8,434 4,533 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他 産業廃棄物対策基金繰入金 7,673 3,853
一 般 財 源 761 680 0

指標名 秋田県ＨＡＣＣＰ認証取得件数（施設）【業績指標】
指標式 秋田県ＨＡＣＣＰ認証取得件数（延べ施設数）
出典 生活衛生課調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 140 150 180 200 220 235 250 260 
実績b 134 151 188 221 228 0 0 0 
ｂ／ａ 95.7% 100.7% 104.4% 110.5% 103.6% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名 自主的衛生管理巡回指導件数（件）【業績指標】
指標式 食品衛生推進員による自主的衛生管理巡回指導件数
出典 （公社）秋田県食品衛生協会業務実績報告

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000
実績b 8,074 8,056 6,075 7,542 5,517 0 0 0
ｂ／ａ 100.9% 100.7% 75.9% 94.3% 69.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業名 あきたの食安全・安心推進事業 事業年度

　全国で食品の安全性に対する消費者の信頼が損なわれる事件が相次いでおり、生産から消費に至る各段階において、科
学的根拠に基づき安全性を確保する取組が求められている。そのため、食品事業者へ秋田県ＨＡＣＣＰ認証等衛生管理に関
する技術支援を行い、県産加工食品の安全・安心の確保や法令遵守に導く。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
秋田県ＨＡＣＣＰ認証推進
事業

　食品事業者に対し、秋田県ＨＡＣＣＰ認証制度の普及
や、手引書を活用した支援により、秋田県ＨＡＣＣＰ認証取
得の導入を推進する。

2,319 1,348

2 自主的衛生管理強化事業
　食品事業者が実施する自主的衛生管理の強化を支援
する。 2,968 3,047

3 食品安全・安心推進事業
　「秋田県食品の安全・安心に関する条例」及び基本計画
等に基づき、食品の安全・安心に関する総合的な施策の
推進を図る。

3,147 138

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が令和３年６月に義務化となり、秋田県版ＨＡＣＣＰ認証の推進及びＨＡＣＣＰ制度
化の周知は、事業者にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の義務化に対応させる目的に沿っている。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　食品事業者に対する秋田県ＨＡＣＣＰ認証制度の普及については、当県が独自に作成した手引き書を活用し
て導入支援を図ることで、コスト縮減に取り組んでいる。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　令和３年６月にＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が義務化され、周知を推進しているところである。指標Ⅰ「秋田県ＨＡＣＣＰ認証
取得件数」は目標を上回っているものの、事業者によってＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施の程度に差があり、まだ完全に
は対応できていない事業者が多い。また、指標Ⅱ「食品衛生推進員の巡回指導件数」は、新型コロナウイルス感染症の影響
が一部残ったため目標が達成できなかったが、今後情勢が戻ることで件数は回復すると見込まれる。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　新型コロナウイルス感染症の影響は緩和されつつあるものの、食品衛生推進員の巡回指導件数が新型コロナウイルス感染
症発生前ほどは回復せず、事業の一部目標が達成できなかった。しかし、今後新型コロナウイルス感染症の影響がなくなりつ
つあり、件数は回復すると見込まれる。
　また、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が義務化されたことにより、秋田県版ＨＡＣＣＰの認証を取得する事業者は増加し、講習会
には多人数が参加しており、事業者の関心は高く必要性は十分ある。
　今後もＨＡＣＣＰ認証の取得事業者を増やすこと等により、食品事業者の衛生管理の強化を進めていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ②　生活衛生営業者への支援
Ｈ20 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 生活衛生課

チーム名 調整・生活衛生・水道チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 20,718 20,350 0

国 庫 補 助 金 生活衛生関係営業対策事業費補助金 10,359 10,175
県 債
そ の 他
一 般 財 源 10,359 10,175 0

指標名 経営・融資等相談件数（件）【業績指標】
指標式 経営・融資等相談件数
出典 生活衛生課調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 430 430 430 430 430 430 
実績b 318 472 483 
ｂ／ａ 74.0% 109.8% 112.3% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名 研修会、講習会等への参加人数（人）【業績指標】
指標式 研修会、講習会等への参加人数
出典 生活衛生課調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 400 400 400 400 400 400 
実績b 375 215 258 
ｂ／ａ 93.8% 53.8% 64.5% 0.0% 0.0% 0.0%

事業名 生活衛生関係営業育成事業費 事業年度

　生活衛生関係営業（以下、「生衛業」という。）は県民の日常生活と密接な関わりを持ち、公衆衛生の向上に寄与する重要な
役割を担っているため、営業施設の改善向上、経営の健全化、営業の振興等を通じてその衛生水準の維持向上を図る必要
がある。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
生活衛生関係営業育成指
導事業費

　生衛業者の経営・融資等に関する相談・指導体制の整
備を図るため、(公財)秋田県生活衛生営業指導センター
の運営及び事業経費に対して助成する。

20,718 20,350

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　経営の健全化等、生活衛生関係営業者からの相談・指導等を通じて、衛生水準の維持向上や利用者・消費
者のニーズに対応し、生活衛生関係営業全般の健全な発展に寄与している。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　衛生水準の向上等に関する情報発信をインターネットを通じて行うことで、限られた予算の中で効果的に普及
啓発を行っている。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　生衛業は、地域経済の停滞と人口減少・少子高齢化による個人消費の縮小、価格競争の激化、消費者ニーズの多様化、後
継者不足の深刻化、経営者の高齢化など多くの課題を抱えており、経営を取り巻く環境は厳しい状況にある。また、近年で
は、ライフスタイルの多様化や高齢化の進展、感染症予防など衛生意識の高まりの中で、一層質の高いサービスの提供が求
められている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　新型コロナウイルス感染症の影響で、研修会・講習会等への参加人数が減少し、一部の事業目標を達成することができな
かった。しかし、（公財）秋田県生活衛生営業指導センターの役割は、依然、生活衛生関係営業の衛生水準の維持向上に重
要であることから、相談・指導体制の見直し・効率化を図りながら、事業を継続していく必要がある。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ③　人と動物が共生する地域づくり
Ｈ28 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 生活衛生課

チーム名 食品安全・動物愛護チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 3,131 2,023 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 3,131 2,023 0

指標名 校外学習利用校数（校）【業績指標】
指標式 校外学習として利用した学校等の実数
出典 生活衛生課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 10 10 10 10 10 10 10 10 10 
実績b 10 10 11 12 10 6 
ｂ／ａ 100.0% 100.0% 110.0% 120.0% 100.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 阿仁熊牧場利活用推進事業 事業年度

　引き受け先の無い旧秋田八幡平クマ牧場のクマを受け入れるために整備された「阿仁熊牧場」において、 命の大切さや動
物愛護、自然との共生などを学ぶ場としての認知度や満足度を向上させるため、適切な運営や集客を支援する必要がある。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
阿仁熊牧場利活用推進事
業

　阿仁熊牧場利活用推進協議会の開催経費
126 66

2
阿仁熊牧場ＰＲ等支援事
業

　小中学校等の校外学習誘致、園内ガイドや移動動物園
の実施経費等 3,005 1,957

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　県と北秋田市との覚書により、県でなければ実施できない。また、熊牧場公式ウェブサイトを開設したところ、開
園期間中は13万件を超えるアクセスがあったことや、毎年校外学習に参加の意向を示す学校があることから、住
民ニーズが増大していると考えられる。

判
定

ｃ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　この事業においては阿仁熊牧場を所管する北秋田市との連携が重要であるが、北秋田市担当者との打ち合
わせをメール及び電話で行ったことにより、データの共有及び活用が容易にできた。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　新型コロナウイルス感染症の影響で、事業目標を達成することができなかった。県外客の集客が多く見込めず、令和３年度
は入園者数が大きく減少し、４年度は少し回復したものの、コロナ禍前の水準までは戻らなかった。県内客に学習の場として
活用してもらえるよう、情報発信や機能の充実を図り、利活用を推進していく必要がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　阿仁熊牧場利活用推進協議会の委員からは、学習の場としての機能を充実し、校外学習の活用の強化を図ることや、周辺
の観光資源との連携強化によって交流人口が拡大し、地域活性化につながる施設となることなどが期待されており、また、県と
北秋田市との覚書があることから、事業を継続していく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ③　人と動物が共生する地域づくり
Ｈ27 年度～

年度
部局名 生活環境部 課室名 生活衛生課

チーム名 食品安全・動物愛護チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 19,697 6,010 0

国 庫 補 助 金
県 債 0 0
そ の 他 寄付金、諸収入 6,628 600
一 般 財 源 13,069 5,405 0

指標名 犬猫の殺処分頭数（頭）【業績指標】
指標式 動物愛護管理推進計画の数値目標に基づき設定した犬猫の殺処分頭数
出典 生活衛生課調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 0 0 0 0 0 0 
実績b 18 43 139 
ｂ／ａ

指標名 動物ふれあい事業参加者数（人）【業績指標】
指標式 動物ふれあい事業参加者数
出典 生活衛生課調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 11,400 12,800 17,000 22,000 27,000 32,000
実績b 34,586 9,080 8,492
ｂ／ａ 303.4% 70.9% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業名 動物にやさしい秋田推進事業 事業年度

　近年、動物愛護に対する県民の関心が高まってきており、「人と動物が共生する社会の形成」を更に推進していくために、県
民、飼い主等の意識の向上をより一層図るとともに、動物愛護団体やボランティア等との協働が不可欠となっている。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
「人と動物が共生する社会
の形成」推進事業

　ボランティアの育成、犬猫の適正譲渡の推進、地域猫対
策の実施 8,546 1,513

2
動物にやさしい秋田ＰＲ事
業

　動物愛護センターの周知により「動物にやさしい秋田」を
ＰＲする。 1,858 2,000

3
デジタル技術を活用した
動物の愛護及び管理推進
事業

　デジタル技術を活用し、適正飼養の普及啓発及び譲渡
事業等のさらなる推進を図る。 2,932 2,497

4
クラウドファンディング型ふ
るさと納税を活用した動物
愛護団体支援事業

　クラウドファンディングを活用したふるさと納税の寄付金を
財源として動物愛護団体の活動を活発化させる。 6,361 0

5

- 1 -



（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　「人と動物が共生する社会の形成」を推進するために、拠点施設を活用し、普及啓発や動物愛護団体等との
協働の推進を図るものであり、目標達成のために必要である。

判
定

ｃ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　動物愛護団体との密接な連携とボランティアの積極的な活用により、飼養管理や動物の譲渡に係る労力・費
用を抑えて事業を実施することができた。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　飼い主のわからない猫に対する餌やりや無計画な繁殖による多頭飼育崩壊によって、犬猫の収容数が増加している。また、
収容された猫については人に馴れないなどの理由により、適切な譲渡先を見つけることができない個体の殺処分が増加して
いる。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　新型コロナウイルス感染症の流行により制限されていた各事業を従来どおり実施し、動物愛護センターを「人と動物が共生
する社会の形成」を図るための拠点施設として活用するとともに、猫の適正飼養の啓発等に更に積極的に取り組むことによっ
て「動物にやさしい秋田」を推進していく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ④　空き家対策の推進
Ｒ４ 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 地域づくり推進課

チーム名 調整・地域活性化チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 8,617 4,735 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 4,735 4,735 0

指標名 空き家の増加率（％）【成果指標】
指標式 空き家の増加率
出典 地域づくり推進課調べ

把握時期 翌年度７月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 3.0 2.0 1.0 0.0 
実績b 0.3 
ｂ／ａ 190.0% 200.0% 200.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 空き家対策総合推進事業 事業年度

　空き家の増加は、防災、防犯､景観などの問題に広く関係しているが、毎年のように積雪による空き家の倒壊が相次ぐなど、
県民の安全・安心の確保の観点から空き家対策は喫緊の課題となっている。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 空き家対策総合推進事業

　空き家の増加抑制や利活用を促進するため、相談会や
広報、市町村職員向け研修会を実施するほか、市町村・
関係団体等との情報交換を行う。

8,617 4,735

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　空き家は、防災、防犯、景観などに広く関係しており、老朽化や雪国特有の積雪による倒壊のおそれなどの危
険があり、住民の安全・安心の確保に向けて喫緊の課題である。本件の一戸建て空き家は20年間で2.13倍と増
加し独居高齢者が多い本県では、今後もさらなる増加が見込まれていることから、空き家対策の取組を進める必
要である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ａ
理
由

　リノベーションデザインコンペについて、限られた予算の中で県ウェブサイトやＳＮＳ、新聞記事で取り上げても
らうなど、幅広い媒体を活用した周知により、多くの応募につなげた（応募45件）。

判
定

Ａ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　今後も空き家の増加が見込まれており、新たな空き家の発生抑制や、空き家の処分・流動化の促進が重要。市町村からは
空き家対策に対する行政措置への支援ニーズはあるが、空き家特措法上、県が措置を伴う空き家対策を一環して担うことがで
きない。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　各地域で空き家相談会の開催や県民向けに空き家問題に関する普及啓発を行うなど、空き家に早期に対応する気運の醸
成を図るとともに、市町村職員向けに研修会を開催し対応力の向上を図るほか、県・市町村・関係団体等が連携した空き家対
策に関する情報交換や検討を行う連絡会議を開催し、更なる空き家対策を進めていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性 ⑤　情報通信インフラ等の整備の促進
Ｒ３ 年度～

年度
部局名 企画振興部 課室名 デジタル政策推進課

チーム名 調整・ＤＸ推進チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 42,576 40,024 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地方創生推進交付金 8,129 14,921
県 債
そ の 他 東北情報通信懇談会からの補助 300 300
一 般 財 源 34,147 24,803 0

指標名 操作体験会参加者数（人）【業績指標】
指標式 スマートフォン操作体験会の参加者数（人）
出典 デジタル政策推進課調べ

把握時期 当該年度３月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a - - - - - - 1,600 1,800 - -
実績b 544 1,012
ｂ／ａ 63.3% 0.0%

指標名 デジタル技術体験イベント参加者数（人）【業績指標】
指標式 デジタル技術の体験イベントの参加者数（人）
出典 デジタル政策推進課調べ

把握時期 当該年度12月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a - - - - - - 1,200 1,200 1,200 -
実績b 2,133
ｂ／ａ 177.8% 0.0% 0.0%

事業名 ＤＸ戦略推進事業 事業年度

　生活の利便性向上や地域課題の解決には、誰もがデジタル化の恩恵を受けられる環境が必要となるため、様々な分野のデ
ジタル化・ＤＸを進めていくことが重要であるが、デジタル技術の利活用について、地域や個人間等の格差（デジタルデバイド）
が生じていることから、これらの解消を図る必要がある。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
高齢者向け「デジタル生
活」わくわく体験事業

　高齢者のデジタル活用を推進するため、スマートフォンの
操作体験会や、地域で支援するデジタル活用サポーター
を育成する研修会を実施する。

8,161 6,820

2
Ｌｅｔ'ｓコネクト！デジタル未
来ふれあい事業

　先進技術に関する県民の理解促進を図るため、多様な
デジタル技術を体験できるイベントを開催する。 12,023 10,826

3
秋田デジタルイノベーショ
ン推進コンソーシアム運営
事業

　産学官が連携し、ＩＣＴやＩｏＴ等の先進技術の活用による
地域課題の解決や先進技術の導入による県内産業の振
興を図るため、コンソーシアムの各種活動を行う。

507 512

4
ＤＸ推進アドバイザー活用
事業

　デジタル化・ＤＸを推進するため、先進技術の動向や専
門知識等を有する外部人材からの助言を得る。 5,627 5,663

5
デジタルマッチングボック
スＡＫＩＴＡ構築事業

　各部局等が抱える課題をデジタル技術の活用により解決
するため、広く民間企業から提案を募り、課題と解決手法
のマッチングを図るプラットフォームを運営する。

16,258 16,203
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４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　高齢者などのデジタルに不慣れな方へのサポートや、広く県民のデジタル技術への理解促進に取り組むこと
は、誰もがデジタル化の恩恵を受けられる環境づくりにつながり、ひいては県民の利便性向上や地域課題の解
決等に資することから、本事業の必要性は非常に高い。

判
定

ｂ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　高齢者向けスマートフォン操作体験会の実施に当たっては、ＮＰＯ法人や通信事業者をはじめ、市町村や社
会福祉協議会等、多様な主体と課題を共有し、協力を得ながら実施することができた。
　デジタル技術の体験イベントについては、集客率の高いショッピングセンターで開催したことで、多くの県民の
目に触れ気軽に参加していただくなど、イベントの効果を最大化することができた。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　指標Ⅰとして設定している「操作体験会参加者数」については、新型コロナウイルス感染症の影響により参加者数が伸び悩
んだほか、広報紙の発行日と体験会開催までの期間が空いてしまい、効果的な周知が図られないケースがあった。
　デジタル技術の体験イベントについては、先進技術の変化に即応し、県民の関心が高いコンテンツを充実させる必要があ
る。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　操作体験会への参加者数の増加は、体験会の認知度を向上させることが重要であることから、市町村の広報記事への掲載
や社会福祉協議会での周知活動、コミュニティＦＭでの呼びかけといったこれまでの広報手段に加え、各町内会にチラシを配
布するなど、市町村等と緊密な連携を図りながら広報活動を強化する。
　デジタル技術の体験イベントについては、主に中高生を対象としたデジタル人材育成を見据えつつ、コンペ等を通じて民間
の知恵やノウハウを活用しながらコンテンツの充実を図る。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ８　生活環境
目指す姿 ３　安らげる生活基盤の創出

施策の方向性 ②　良好な生活排水処理基盤の整備
Ｈ３ 年度～

年度
部局名 建設部 課室名 下水道マネジメント推進課

チーム名 調整・広域・共同推進チーム　

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 103,151 57,313 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 103,151 57,313 0

指標名 浄化槽処理人口普及率（％）【成果指標】
指標式 処理人口／計画処理人口×100
出典 下水道マネジメント推進課調べ

把握時期 翌年度９月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 11.1 11.2 11.2 11.3 11.4 11.5 
実績b 11.4 11.1 11.1 
ｂ／ａ 102.7% 99.1% 99.1% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 合併処理浄化槽設置整備事業費 事業年度

　公共用水域の水質の保全及び快適な生活の確保のため、公共下水道、集落排水等の生活排水処理施設の整備と並行し
合併処理浄化槽の整備が必要となる。市町村が実施する事業に対し国や県が補助を行い、設置主体である県民負担を軽減
させ、設置促進・普及させる。県全体において生活排水処理施設を普及させることが目的である。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
合併処理浄化槽設置整備
事業費

　合併処理浄化槽を設置する者に費用の一部を補助する
市町村に対し補助金を交付する。 103,151 57,313

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ｂ
理
由

　公共用水域の水質を保全することは、県民の安全な生活基盤を確保するうえで欠くことのできないものであり、
浄化槽設置者への経済的負担の軽減を図る必要がある。

判
定

ｂ
理
由

　令和４年度実績は未判明だが、当事業は浄化槽を設置しようとする県民に対し補助を行うもので、汚水処理未
普及の解消に確実に寄与しており、有効であるが、判定できないため住民満足度の状況等による評価を行う。

判
定

ｂ
理
由

　浄化槽設置にあたっては、住宅の延べ面積のみから規模を算定するのではなく、実居住人数や将来の居住
人数を考慮したうえで規模を決定することで、コスト縮減を図っている。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　合併処理浄化槽を含む下水道等の生活排水処理施設整備は着実に進んでいるものの、秋田県の汚水処理人口普及率は
令和２年度末で88.4％であり、全国平均の92.1％に比べていまだに立ち後れている。また、平成28年度に生活排水処理構想
を見直した結果、急速な人口減少に伴い汚水処理施設の整備手法が集合処理から個別処理へと移行が進み、今後さらに合
併処理浄化槽の整備を推進していく必要がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　平成28年度に見直した秋田県生活排水処理構想において、急速に進む人口減少への対応として、効率的かつ経済的な整
備手法を設定し、集合処理から個別処理へと計画が見直されため、合併処理浄化槽のシェアが拡大している。このことから今
後も継続的に補助を行い、合併処理浄化槽の整備促進を図るため、市町村と連携しＰＲ活動に努める。
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